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全日本自治団体労働組合

中央執行委員長　　徳永　秀昭
自治労全国町村評議会
議　　　　　長　　飯塚　順一
町村自治体職員の賃金・労働条件等の改善に関する要請書

　地方分権の推進と地方自治の発展に精力的に取り組まれている貴職に対しまして、心より敬意を表します。

　さて、急速な国際経済情勢の悪化は、日本経済にも深刻な影響を与えており、あらためて生活者の視点に立った、公共サービスの提供体制の確立が基礎自治体に求められています。　

同時に、住民に最も身近な自治体である町村に対して、事務権限および税財源を地方自治体の求めに対応しながら適切に移譲し、基礎自治体として多様化する公共サービスの需要に対応できる体制を構築することが、地方分権を推進し、地方自治を強化、確立するうえで重要です。

　全国の町村で働く職員は、逼迫する財政事情とも向き合いながら、住民ニーズに応える公共サービスの充実に向けて、日夜奮闘しているところです。しかし、それを担う町村職員の労働条件は、国や県・市と比べて全般的に低い水準にあります。また、市町村合併や地方財政の逼迫を契機として、公共サービスの切り捨てや賃金・労働条件の切り下げが行われている現実もあります。国や県・市なみに町村職員の労働条件の改善をはかり、安心して職員が職務に専念できる職場環境を整備することは、各町村における公共サービスを充実するうえで不可欠であると考えます。

　つきましては、下記の事項の実現に向けて、各都道府県に対する貴職の必要な助言等を含めて積極的な対応をされるよう要求します。

記

１．町村職員の賃金・労働条件の改定については、各町村における「労使の自主的交渉」の結果を尊重すること。

２．各種諸手当の見直しについては、各自治体の実情を踏まえた検討を行うこととし、総合的な改善をはかること。
３．町村の職場における男女間の賃金や待遇の格差に関する実態を明らかにし、その解消に向けた施策を推進すること。
４．自治体の臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件の改善、雇用安定のために、法的整備をはかること。

５．自治体職員の身体的・精神的負担の増加が大きな問題となっていることから、町村職場における安全衛生体制の確立、メンタルヘルス、過重労働対策の充実をはかること。また、安全衛生委員会の設置等法定基準の遵守と活性化のために積極的な措置を講じること。
以　上
